
１　施策の目的

関係課：

主管課：

施策

対象（誰，何を対象としているか）

政策

施策評価シート

意図（どのような状態にしたいのか）

２　施策の成果状況（意図の達成度を図る成果指標とその動向）

向上指針

向上指針

向上指針

目標達成度

目標達成度

目標達成度

対前年度

対前年度

対前年度

次年度課題

次年度課題

次年度課題

見　込予　算決　算決　算決　算

３　施策に係るコスト（単位：千円）

人件費

トータルコスト

事業費合計

   2,469.00

     896.00

       0.00

       0.00

       0.00

       0.00

       0.00

       0.00

       0.00

       0.00

       0.00

       0.00

       0.00

       0.00

       0.00

   2,700.00

   1,035.00

       0.00

05

02

商工業の活性化

           152,708            164,153            153,173            146,376            146,376

商業や工業が活性化したまちをつくる。

                 0              9,250              5,371                  0                  0

（状況）評価時，統計情報が未発表です。

（状況）評価時，統計情報が未発表です。

（原因）-

（原因）-

平成30年度 （平成29年度実績評価）

製造品出荷額（年間）

小売業販売額（年間）

活力にあふれるまち

商工業の活性化

上がると良い

上がると良い

経済課

企画課、都市計画課

経済課

経済課

商工業者，市民

（億円）

（億円）

           152,708            173,403            158,544            146,376            146,376

基準値（H26）

基準値（H26）

基準値（H26）

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

H31年度

H31年度

H31年度

目標値（H33）

目標値（H33）

目標値（H33）

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度



５　施策全体の取組状況と課題

当該年度の全庁決定の方向性（前年度の全庁政策会議での決定事項）

事　　業　　費

４　基本事業の状況

基本事業名称

成果方向性

コスト方向性

成果指標の動向

次年度への課題

成果方向性

コスト方向性

推進状況

前年度の取組内容，成果及び次年度以降に向けた課題

コスト方向性

成果方向性

次年度の方向性（当該年度の全庁政策会議での決定事項）

01

02

99

商工業の活性化

向

向
上

上

向
上      19,187

    133,378

        143

     31,432

    132,579

        142

     20,226

    132,897

         50

     13,460

    132,200

        716

     13,460

    132,200

        716

事業者の支援

地域商業の充実

施策の総合推進

向上

維持

課題あり

向上

維持

向上

維持

　創業支援事業計画に基づき，商工会や金融機関等と連携した創業支援に取り組んでいきま
す。
　中小事業者への融資制度を継続して実施し，事業者の経営安定等を図っていきます。

　平成29年12月に「創業支援事業計画」の国の認定を受けました。この計画は，創業希望者
や創業者の支援のため，市役所にワンストップ窓口を設置するとともに，市，商工会，金融
機関等と連携し創業者の応援をするものです。
　今後は，創業支援事業計画により創業希望者などへ支援に取り組み，商工業の活性化を図
ります。

　創業支援事業計画に基づき，市，商工会及び金融機関が連携し，ワンストップ窓口による
創業支援を図る。
　女性の就業を支援するため，就業支援セミナー等の開催を推進する。
　市内中小企業の経営安定化・近代化を図るため，引き続き中小企業の事業資金融資あっ旋
を行う。

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度


